
商業統計調査の必要性 

 

１．調査の目的・必要性 

商業統計調査は、統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査

として、商業統計調査規則（昭和２７年８月１３日通商産業省令第６０号、最

終改正平成２１年３月１８日経済産業省令第１５号）によって実施している。 

本調査は、事業所数、従業者数、年間商品販売額、商品手持額、経営形態な

どを産業分類別、規模別、地域別等に商業の実態を明らかにし、商業に関する

施策等の基礎資料を得ることを目的としている。 

調査の結果は、中小企業を中心とする流通関連施策の立案、大規模小売店舗

立地法及び小売商業調整特別措置法の運用、中小小売商業振興法の運用、商業

近代化地域計画の策定、商店街診断、広域商業診断の実施、卸売商業団地等の

計画策定、商店街近代化計画の作成、中小企業の事業転換推進、都市計画、市

街地再開発計画、都市の特性分析のための基礎資料として利用されている。  

また、国民経済計算、産業連関表、中小企業白書、商業動態統計、全国物価

統計調査などの各種二次統計作成のための基礎資料及び各種統計調査の母集

団など幅広く利用されている。  

 
２．他調査との重複 

商業の活動を把握することを目的とした統計調査は商統計調査の他には、経

済センサス-活動調査（総務省・経済産業省）があるが、重複排除の観点から

「経済センサス-活動調査の実施方法等の見直しについて」の整理に従い、商

業政策上必要な調査事項（商品販売額、売り場面積等）は経済センサス-活動

調査にて把握し、その実施の２年後に商業の実態を詳細に把握するための調査

を実施することとしている。 

 

３．行政記録情報の利活用 

行政記録情報の有無等について確認したが、現時点において本調査の調査事

項に代替可能な行政記録情報は確認できない。 

 

４．事業所母集団データベースを利用した重複排除等 

   

 次回、平成 26 年調査については、以下の年月に実施する予定である。 

   調査対象名簿の提出       → 平成 26 年 月 

   調査結果名簿の提出       → 平成 27 年 月  



商業統計調査の利用実態 

 

 商業統計調査は商業を営む事業所について、産業別、従業者規模別、地域別等に従業者数、

商品販売額等を把握し、その構造を分析するための基本的な統計であり、国や都道府県の施策

立案の基礎資料、二次統計の作成のための基礎資料となるのみならず、民間企業や大学など以

下のように幅広く利用されている。 

 

（１）国や都道府県の施策立案の基礎資料 
 
＜国での利用例＞ 

◆「中心市街地の活性化に関する法律（中心市街地活性化法）」（平成１０年法律第９２号）

の基本方針策定、運用における市町村の基本計画作成及び評価、市町村の取組を支援するた

めの国の施策検討の基礎資料として利用（経済産業省、市町村）地域経済政策、中小企業対

策等の基礎資料 

◆地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく地方消費税都道府県間清算の算定基準資料 

地方消費税の都道府県間清算を行う際の算定基準の基礎資料 

◆地方交付税法（昭和２５年法律第２１１号）に基づく地方交付税額算定の基礎資料 
 

＜都道府県・市町村での利用例＞ 

◆地域の産業施策、地域振興のための産業実態把握の基礎資料 

◆都市計画区域の整備、開発計画策等の基礎資料 

◆商業集積状況の現状分析の基礎資料 

◆激甚災害に対処するための基礎資料への利用 

（「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」第2条の激甚災害の指定及び

これを適用すべき措置の指定を受けるための基礎資料） 

 

 

（２）二次統計等の作成のための基礎資料 
 
＜国での利用例＞ 

◆産業連関表、国民経済計算(ＳＮＡ)及び国民所得統計(ＧＤＰ統計)等の基礎資料 

◆中小企業白書、ものづくり白書、国民生活白書等の資料 

＜都道府県・市町村での利用例＞ 

◆地域産業連関表、県民所得統計等の基礎資料 

◆県勢要覧、市勢要覧等の基礎資料 

 

（３）企業や大学での利用 
 
◆企業において、関係業界の動向分析、需要予測等の資料 

◆大学、学会においての各種学術研究資料及び小・中・高等学校の学習用教材資料 

 

（４）経済開発協力機構(OECD)統計局への提供資料等の国際比較の資料 

 

（５）各種調査の標本設計等の母集団  

 



別添 

 

 

東日本大震災に伴う調査計画の変更 

 

 

 

 

１ 変更内容 

（１）調査範囲からの除外 

 平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所の事故に関して

原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号）第 15 条第３項又は第 20 条第

２項の規定により内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長（同法第 17 条第１項に規

定する原子力災害対策本部長をいう。）が市町村長（特別区の長を含む。）又は都道

府県知事に対して行った次の各号に掲げるいずれかの指示の対象となった区域に含

まれる調査区。ただし、避難解除等区域（避難解除区域及び現に避難指示の対象と

なっている区域のうち原子力災害対策特別措置法第 20 条第２項の規定により原子

力災害対策本部長が福島の市町村長又は福島県知事に対して行った指示において近

く当該避難指示が全て解除される見込みであるとされた区域をいう。）を含む調査区

を除く。 

 

①原子力災害対策特別措置法第 28 条第２項の規定により読み替えて適用される

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 63 条第１項の規定による警戒区

域の設定を行うことの指示。 

②住民に対し避難のための立退きを行うことを求める指示、勧告、助言その他の

行為を行うことの指示。 

 

（２）調査方式の変更 

東日本大震災の影響により調査員調査の実施に大きな支障が生じている地域として

経済産業大臣が定める調査区内の事業所については、経済産業大臣が直接、郵送に

より調査を実施する。 

 

２ 変更する期間 

本調査は年次調査であるが、本変更は当面、今回の調査のみの対応とする。 

 

３ 公表上の取扱い 

指示の対象となった区域等に含まれる事業所を除いて集計することから、公表

において特段の取扱いは行わない。 
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